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（iま し： め るこ ）   

このゼミ論を書くにあたり 、題材をいろいろと考えました。  

3年間余りのゼミを振り返り、自分自身がこのゼミで何をやってき  

たかを思い直してみると、国際貿易に興味を持ち、様々な面からそ  

の問題にアプローチしてきました。しかし、いざゼミ論として、そ  

れをまとめあげるには、あまりにも知識、認識不足であることに気  

づき、その中で、一つの焦点に絞ることにしました。   

それは、今、日本が直面している大きな披、「規制緩和＿」です。  

この波は、貿易面だけに留まらず、サー ビス部門や、一般生活にま  

でその影響を及ばしているのです。   

このゼミ論として取り上げるのは、その中に於ける保険分野につ  

いてですu 規制緩和の波及は、保険分野にまで至り、生命保険と損  

害保険の相互乗り入れという形で、大きくその基盤を揺るがせてい  

る。   

私自身、就職先として（株）住友海上火災を選んだのも、この相  

互東り入れにより、金融の一角を担う損害保険に、新たな発展を期  

待したからです。皆さんが普段、旅行や、自動車になにげなくかけ  

ている保険が今後どのような形で、リニューアルされていくのかを  

考えていきたいと思います。   

メインは第l章でありますがこれに波及する様々な制度変化を、  

第Ⅱ章以下で示していこうと思います。  

最後に、様々な質問に答えていただいた上、たくさんの資料を提供  

してくださった住友海上の方々には厚く感謝いたします。  

2月 3 日  
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（序 章）  

夫昆 希り 緩 手口 古こ よ る 保 険 法 の 枠 組   

この半世紀間にわたる大きな環境変化、人口の高齢化や生活水準  

の向上、価値観・ライフスタイルの多様化などのニーズの変化、あ  

るいは金融の自由化、国際化、規制緩和の動きに対して、従来の公  

共性、健全性、安定性重視の監督規制では十分に対応することが困  

難となり、保険業法の抜本的見直しが不可欠となっていた。   

そこで、8 5年開催の学者・実務家委員からなる監督法生損保合  

同研究会が91年に「保険業法の在り方」をまとめ、さらに89年  

開催の保険審議会が9 2年に業法改正答申をまとめ、9 5年6月に  

法改正され、施行令、省令等を整備して、9 6年4月実施が決定し  

た。以下に、法改正の方向を示した保険審議会答申を中心に要約す  

る。   

答申は、利用者利便・国際的整合性・国民経済的見地から、l‾適  

性競争の促進、健全性、安定供給の維持、透明・公正な事業・運営  

確保」という一部矛盾衝突する指針の調整をしている。すなわち、  

届け出制等への規制緩和や生損保相互乗り入れ等による競争原理の  

導入と、リスク管理体制・安全ネットの確率、実体監督主義の基本  

的維持、そして、保障、貯蓄、資産運用、金融仲介機能の複合とい  

う保険事業の特質と生損保事業の同質化の確認、改革の段階的な進  

行、中小保険会社特化の必要性確認などが政策的には重要なポイン  

トである。   

具体的是正策の詳細は次図に示すようであるが、その他に国際化  

に対応する為に行政手続き法制度や省令委任を明確化し、行政監督  

は透明でわかりやすい制度に改善すべきとする。また、募集取締り  

法及び、外国保険会社規制法の保険業法吸収なども提言され、答申  

に沿って法改正されている。   

9 2年に金融制度改革法案が成立し、業態別子会社方式を主体と  

する金融機関相互参入等、適性な競争促進と、金融システムの安定  

性確保を目指して、金融制度の改革が進められている。保険会社も  

銀行・信託・証券と同じ立場で、保険事業の健全性や専業主義の観  

点から、制限的な運用を見直し、規制緩和と既存他業態相互乗り入  
れによる競争の促進か求められる。しかし、当面は、生損保一部兼  

営と子会社による相互乗り入れも段階的に行い、銀行・信託・証券  
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との相互乗り入れについては、弊害防止に留意しつつ検討を進める  

見込みである。   

それは競争促進と健全性確保を同時に達成するためには、規制産  

業間相互乗り入れや規制緩和の段階的実施に留め、実体的監督体制  

を基本的には推持する必要があるからである。形式的には競争促進  

策であるが、監督の効率性、安全性も含んだ制御可能な、穏やかな  

ものとして法整備の形作りをするというねらいもあるので、生損保  

実質兼営化のテンポは、「本業の体力回復がまず必要で、子会社進  

出には、新コンピュータシステムの構築だけで、2年半くらいかか  

る。」ので、緩やかなものとなるであろう。特に、本体親会社の資  

源活用には、本部の意欲と多忙な営業店、代理店、外務員レベルの  

意欲との問に落差があるので、当面は穏やかなものとなるであろう  

が、フランス型の銀行窓口経由の貸付関連保険や団体保険が開発さ  

れると様変わりする可能性がある。   

生保子会社の参入は、人保険中心の外国会社、年金保険見合せの  

小規模会社、企業グループ団体保険市場に影響すると言われるが、  

顧客の選択という形での参入自粛など、穏やかな棲み分けや制度の  

現実的調整が、時間をかけて進行することになるだろう0   

これを就職する者の立場から見れば、損害保険会社に入ったのに  

金融業務、銀行・信託・リース業務や生命保険業務を将来は担当す  

ることとなるかもしれない時代と言えるが、むしろ、変革期だけに  

やり甲斐のある仕事に出会える可能性を評価すべきであろう。  

●生繍優薫曽に上る難事僅   

遭  
●濃帯・膚托・旺＃による   

韻事義への事入  
●手綿全社の桂曾の錆色   

発＃  

●■よ運用手偏．t務の事  

書化  
． ●鑓抒・什托・証券集研へ   

の讐入  

●生相の一社事虞憫の   

1正し  
●ブローカーポ虞の導入   

●コンサルタント機能の天   

六  
●■■化対応サービス事の   

天稟  

●生損保兼官による醐高   

島の事樹ヒ  
●監書議員⊂上ろ焦燥商品   

の認可蠣の緩和  
●蕎晶舛雇力の強イL マー   
ケテイングの天稟   

●監書出鳥に上る僻綱畢   

の紘可精錬鞘  
●蜜甘当局に上る配当永野   

ポの緩和  
●講書醐の幹事暮玉潤ま   

の見正し   

●任官t彊の有効活用   

入・藷用  
●インカム配当康耶の見正   ●区分線環．鶉別勘定のヰ     し・含み益   ●牡■趣代金の壬曾零の改暮  
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（第 工 章）   

工  工  

生 名旨 保 険 と 手島 害 保 険 の 木目 互参 入  

19 9 5年5月に5 6年ぶりに全面改正された保険業法が、昨年  

4月に施行され、これによって、大きく保険制度は変わって行く。   

今回の改正の目的としては、金融の自由化・国際化等の保険制度  

を取り巻く環境の変化に対応すると共に、保険事業の健全性を確保  

することが挙げられる。   

改正は、①規制緩和による競争の促進 ②健全性の維持 ③公正  

な業務運営の確保 の3つの観点から行われたが、ここでは、①の  

競争の促進の観点から行われた「生損保の相互参入」「商品・料率  

の自由化・弾力化」「保険ブローカー制度の導入」を中心に、業法  

改正の概要と今後の課題について考えていこうと思う。  

エ  ー  Ⅱ  

木目 互 参 入 と‘ま   

これまで、我が国では、生命保険と損害保険は、引き受けるリス  

クや、保険期間に違いがあるとして、生損保の兼営は禁止されてき  

た。   

しかしながら、今回の改正において、生損保のリ スクを明確に遮  

断しつつ、競争促進を通じて事業の効率化を進め、利用者のニーズ  

への的確な対応を図るという観点から、子会社方式による生損保の  

相互参入が認められた。なお、疾病保険、傷害保険、介護保険に係  

わる、いわゆる第3分野については、生損保会社とも、それぞれ本  

体で扱うことができることとなったが、この分野に経営を依存して  

いる割合が、比較的高い会社の立場に配慮して、第3分野の本体で  

の相互参入に、激変緩和措置が設けられるている。   

今回の業法を受け、現在のところ損害保険会社のうち、11社が  

子会社を設立して、生保事業に参入するとともに、生保会社の設立  

や、営業免許の申請手続きを開始し、実際に生命保険の募集を始め  

たのは、昨年10月のことであった。   

これまでの生命保険の募集については トー社専属性」という名で  

呼ばれ、生命保険の募集人は、一社の生命保険しか扱えないという  
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競走があったが、今回の改正においては、クロスマーケティングの  

観点から、一定の要件のもとで一社専属の例外が、認められた。ま  

た、親会社（捜保会社）による生保子会社においては、親の損保会  

社の既存の営業体系を活用しっつ、これまで損害保険事業で培った  

販売網である全国の損害保険代理店を通じ、生保の販売を行ってい  

くこと－が可能となった。   

エ  ー  III 

子 会 社 で の 販 売 古ニ ー＝＞ しヽ て  

子会社方式による参入は、図示すると下図のようになる。  

壬生教、カ先で㌧始ま5＆頒乳の裾且阜L  

115   



この子会社による参入は、すでに生保6社、損保11社が名乗り  

をあげている。本来なら、7月中にも17社の子会社が、誕生する  

はずであったが、外資系保険会社の主戟場になっているⅠ－Ⅰで述  

べた第3分野の参入に、アメリカ側が、強行に反対したため、日米  

保険協議が難航。結局、9月にまでずれ込み、10月の営業開始さ  

え、危ぶまれた。   

ここで、一例として、日本生命と、明治生命の2社の方式を生保  

代表と して、見てみようと思う。   

日本生命は、社員4 3 5人、資本金3 0 0億円を投入して、損保  

子会社をつく り、自動車保険の査定網は、全国に、4 0か所を自前  

っく る意気込みである。子会社、普通親会社の販売網をそのまま使  

う。つまり、生保は営業職員が、自動車保険や火災保険を売り、損  

保は、代理店が、終身保険や養老保険を売ることになる。   

明治生命においては、社長自ら、「営業職員は」損保商品を売る  

ことに、みんな手を挙げてくれている。ディーラーが取っている自  

動車保険は、特別な義理もないから乗り換えてもらえそう。」と自  

信たっぷりであった。   

当面、生保が狙うマーケットは既契約者であり、昨今、販売不振  

に陥っている生保にとっては、損保商品を扱うメリ ットは、かなり  

大きいそうである。   

一方で、損保業界の意気込みも見てみよう。   

業界最大手である東京海上では、配当の原資から発生する剰余の  

みに絞った利差配当型の商品、無配当型商品、そして生保型年金と  

フルラインで、勝負を挑む。私が、入社する住友海上に至っては、  

自動車や火災保険と生命保険をセットで売り込み、その主力商品と  

して、無配当型の終身保険や養老保険の予定である。   

大手で、唯一見送った安田火災では、10％出資している米IN  

A生命の商品を売ることとした。（安田火災は、IN Aを買収する  

動きがある。）   

生命保険業界には、大手生命保険は、ガン保険などの第3分野は  

扱えないという認可行政のカベがあり、損害保険の生命保険子会社  

もその規制をうけるが、外資系生命保険は、その対象外となってい  

る。親会社や兄弟会社に販売する生命保険商品や保険●金額を制限す  

る「構成員契約規制」も外資系は、優遇されている。だからIN A  

を10 0％子会社に出来れば、安田火災は断然優位に立っという。  
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エ  ー  Ⅳ   

守 り の 木目 互 参 入   

当然の事であるが、攻めるだけでは、駄目である。いかにして、  

他社から、守るかも大きな戦略となる。   

特に、損害保険会社では、当初はかなり、自動車保険を、生命保  

険営業に奪われるという見解を示している。   

自動車保険は、事故処理で、真価が問われる商品である。  

（ちなみに、現在東京海上は、菅原文太を起用し、その事故の保険  

をアピールしている。）   

損害調査部門の確立があやふやな生命保険では、じきに、客が離  

れていく と私も思う。今後の生命保険の課題は、いかにして、この  

重要な損調部門を作っていくかにあるだろう。   

ただ、当面は、先ほど示した図にあるような、「激変緩和措置」  

が設けられ、更に表にはない“業界のしきたり”が参入障壁となっ  

て立ちはだかれる。   

参入規制が続く限り、市場拡大もままならず、既存客をペースに  

したパイの食い合いだけが、激しく なりそうである。  

エ  ー  Ⅴ   

ま と め   

このように、子会社を通じた生命保険事業への参入により、生命  

保険・損害保険のトータル・サービスが提供できるようになること  

から、各社が創意工夫を発挿して、顧客の多様化するニーズに積極  

的に応じていく ことが期待される。生命保険販売は、損害保険に比  

べ、顧客の保険に対する「潜在的ニーズ」を引き出す努力が必要で  

あると言われていることから、社員及び、代理店に対する教育・研  

修を十分に行うことにより、顧客の利便性を高める上で、販売力を  

強化していく ことが課題となる。  
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（第 Ⅱ 章）  

商 品 一 料 率 の 自 由 イヒ 一 弾 カ イヒ   

これまで、普通保険約款や料率を変更する場合には、大蔵大臣の  

認可が必要であったが、規制緩和の観点から、今回の改定により、  

契約者が自らのリスクや保険の内容を十分認識することが出来、保  

険契約者の保護に欠ける恐れの少ないものとして、大蔵大臣に対す  

る届け出により、商品・料率の内容を変更出来ることとなった。  

（これを届け出規制という）   

届け出の対象は、その後の大蔵省令により海上保険、航空保険、  

各種取り引き保険、会社役員賠償保険等の保険とされた。   

また、保険料率の内、火災保険、自動車保険、傷害保険等の国民  

生活に不可欠で、基本的な保険の保険料率については、契約保護や  

安定供給を図る目的から、これまでは、料率算定会が、営業保険料  

を算出し、算定会の役員会社は、保険の引受にあたっては、この料  

率を守る義務を負っていた。このような料率算定会制度は、我が国  

において世界的にみても、安価な保険料による保険サービスの安定  

的な提供に貢献してきたが、今回の改定により、契約者保護等の面  

で問題の生じる恐れの殆どない分野の料率について、新たに「純率  

算定会制度」が導入された。   

これにより、営業保険料率の内、保険料の支払いにあてる純保険  

料率については、使用義務が課せられるものの、社費と代理店手数  

料部分に相当する付加保険料率については、算定会が算出した付加  

保険料率を参考に各社が自社の社費と代理店手数料をもとに一定範  

囲で整々することが出来るようになった。   

その制度の対象とされる分野については、その後の大蔵省令によ  

り、火災保険の内、保険金額が3 0 0億円以上のものとされた。   

以上の通り、届け出制の導入により、社会の変化や顧客のニーズ  

に合わせた商品内容の提供や料率設定をより一層、迅速に行うと共  

に、純率算定会制度の導入により、一層経営の合理化、 効率化を図  

り、経費等の圧縮に努めることが、ますます重要となってく る。  
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（第 Ⅲ 葦）  
保 険 ブ ロ ー  カ ー 帝U 度 の 導 入   

日本では、損害保険の販売は、損害保険代理店を通じて行うこと  

が一般的であったが、諸外国においてはブローカーも認められてい  

る国が多いことから、国際的な整合性の確保や契約者の利便性の向  

上を図るという観点から、今回の改正により、我が国においても新  

たにブローカー制度が導入されることとなった。ブローカーは、業  

法上は、「保険仲立人」と称され、契約者と保険会社との問に立っ  

て、中立の立場で保険契約の媒介を行う者とされ、損害保険代理店  

が保険会社の代理人として契約の締結権を有するのに対し、ブロー  

カーは契約の締結権を有しないといった特徴を持っている。   

また、ブローカーに、契約の媒介に際しては、契約者が、最も相  

応しい商品の選択ができるよう最善の助言を行うという、誠実義務  

（ベストアドバイス義務）が、業法上課せられている他、保険契約  

者に与えた募集に伴う損害に対する賠償資力を確保する為の保障金  

の供託が義務付けられている。なお、ブローカーと代理店等との兼  

営は、その役員や募集に従事する使用人の兼任等を含め、禁止され  

ている。   

今後、欧米ブローカーの参入や、国内代理店の仲からブローカー  

義務を行う者が出てくると思われる。特に、欧米の大手ブローカー  

は、高度のリスクマネジメント技術や世界的なネットワークを持っ  

ており、大企業分野を中心に活動することが予想される。   

一方、従来、大企業を顧客としてきた代理店の中には、既に、ブ  

ローカーに負けないリスクマネジメ ント等の技術力や専門性を持っ  

ているところも多く存在しており、これらの代理店においては、競  

争上、技術力や専門性をより一層高めていく ものと思われる。   

また、我が国においては、欧米の大手ブローカーが提供している  

ロスコ ント ロールやク レームマネジメ ント、あるいはリ スク コ ンサ  

ルティ ングサービスについては、これまで主として損害保険会社が  

提供してきたが、これらの分野でも保険会社と大手代理店やブロー  

カーとの競争、棲み分けといったことが起きることも予想される。   

今後、日本においてブローカー制度がどこまで定着するかは、顧  

客が、ブローカーと代理店のどちらを選択するかにかかっているが  

代理店、ブローカー、保険会社がそれぞれの立場で特性を生かし顧  

119   



客に対する良質の保険サービスの提供に努めることにより、安定供  

給が損なわれることなく、我が国の保険マーケットが、より一層活  

性化し、拡大する事が期待される。  

瑠墟象〉  

実力ランキング  

日生8m点台でトップだが、大手の芳一はB位。苦しい30は台の5社  
l   見よ性  不良鎖積   規ず   瓢箪性    収雇力   丑全性   諌●・ニ  

順位  生保会社名  胃  

150 

150  
150  

150  
150  

150  
二15叫  

8  第一   15可  

150 

150  
・二75．  

0．  
∴ざ∴38 

150 
三こ：チ75∴二  

0 

17  平和  382  ＋十斗」三  藷  擾諒  半  拳享           二：≠‡、阻  ●チエ36■■  
75ト  

19  ＝＝  ＝【  36g            卦学ね      巨11声      ・二′24′一       ■■＿ナ．■■J 二l・ii」■⊥    ▲■■○ 一●「．■・ヽ－  ． ●へ  迅       ・∴99・  

20  日産  324  21    26  4   る7     77    32  39    3る   

外資  系   

順位  社名  総会得点  成長性  規構  勤中性  収益力  ニ ＝←＝  柳生     得点  平均点  ＃点  得点  神主  ヰ皇   

日  ソニーー   852  ■123  9ヰ∴      戸惑i∴■  ニ子方三   

2  セソン  固  0  糾  150  200  38  75   
3  プJl庁ンシ朝レ  481  ●■150  ・38’て＝    隷串  ●：  ご：：甘   

4  オリコ  4亜  95  口  97  87  91  7早 

5  アイ・工翼・‡イ  445  79  25  128■  176  37  叫   

6  ＝」コス  94  82  9  0  0  3  0   

くラン毒㌢グの見方〉  

‥ご．■、 数字はすづて95年よ師年3月釆）をぺヰスにⅢした．  
【生保】庇よ性はl弱点薫点で2礪貝の平均点．不良償糧はl伽点沸点で2覆昌の平均点．瑚は1鵬始点モ3礪  
自の平均嵐勤事性は1罰点沸点で4礪自の平均ふ収益力l勧聞点薫点で3礪臼の平均点．t食掛甜慮沸点で  
2礪白の平均点．毅瞥改暮虞はl00点鶏点で’ヰ礪8の平均点．暮任事■金の積立て方往1弧点虞点．いずホもぺスエ  
トが点が事く、ワーストが低い．含廿11知点1点．ディスクロ－ジャー不足に上り貯事不能の礪巳は韓いて平均  
点を算出している．軸は24才■の【ランキングの見方】を¢照してください．  ・ 

．て 

日の平均点．いすれもベストが冨く、ワーストが低い．合計1珊点黄点．  
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（第 Ⅳ 章）  

新 業 法施 才子後 の 経 営 課是亘   

今回の改正により、生命保険会社からは6社が、損害保険子会社  

を設立して損害保険事菓に参入すると報じられているのをはじめ、  

損害保険会社との提携を通じて参入を行う生命保険会社もあり、有  

力な新規参入者の誕生によって損害保険事業の経営環境は、ますま  

す厳しくなっていく ものと思われる。   

そして、この改正は、保険業界における商品・サービスの提供や  

販売面において大きな変革をもたらすと思われる。変化は、混乱を  

招くこともあり得るが、一方では、新たな需要を生む可能性を秘め  

ている。勿論、保険の利用者に対する混乱は避けなければならない  

ことは言うまでもないことであるが、保険業界せしては、変化を前  

向きに促ることが、必要と考える。   

即ち、生損保相互参入や、商品・サービスの自由化・弾力化、ブ  

ローカー制度の導入等を契機に、パイの奪い合いに終始することな  

く、健全な競争によって各社の創意工夫が、より一層発捧され、利  

用者の利便性の向上が図れることによって、新たな需要が創造され  

ることが期待される。  

く付線〉某カランキング  

東京海上が余裕の1位。嘩長性、収益力の高い住友ガ2位○  
成長性  不良債穐  札■  助平性  収益性  t全一往  踊●虞  

順位  損保会社名  ●  総合得点                   平均点  平均点  平均点  平均点  平均点  平均点  平均点   

山  薫京海上  745  120  100  100  150  77  159  39   

日  住友海上  645  131  97  47  127  102  103  寧8   

8  三井海上  598  123  97  51  109  78  101  39   
山  ジ＝イアイ  582  150  100  0  33  146  68  85   
日  安田火災  572  101  92  72  ．116  鱒  74  54   
田  日産火災  田  102  9畠  19  92  65  117  58   

ラ  日動火災  544  105  98  i2  86  36  14年  41   
8  同和火災  535  91  92  17  89  89  120  37   
富  大束京火災  528  102  85  30  87  91  82  5I   
10  日本火災  囲  85  91  畠5  114  67  91  鱒   
山  大同火災  個5  125  100  0  52  80  115  23   

12  オールステ・ト  493  158  100  0  17   82  77  67   

1う  千代田火災  ・488  100  ‘95  28  99  51  79  36   

14  ＝〕：＝  486  121  71  3  84  64  106  37   
田  葉栗火災  475  97  83  13  75  141  27  鱒二   
田  …雲…・…・  455  93  由  25  80  46  78  芦リ   

田  日新火災  445  70  90  田  71  45  105  53   
田  富士火災  412  91  78  28  55  － 86  50  j2   
田  第丁火災  399  94  糾  田  41  1や7  、19  阜   
2【I  大成火災  384  75  87  7  51  61  65  田  
21  
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（第 Ⅴ 葦）  

最 後 るこ   

生命保険の40万人の職員の3分の1以上が、損害保険を同時に  

売る能力のある人だという0 販売は、自動車傷害保険が中心となる  

のだ。   

開発力がつくまでは、在来型の商品主体になると思う0 損害保険  

は米国と比べ、普及の余地がある。   

日米保険交渉における米国側の要求の実体は、傷害、疾病を中心  

とする第3分野での、ある特定会社の売り上げの確保が本音と言わ  

れる。   

しかし、第3分野の自由化は、国民にとって非常に重要だ。競争  

原理の導入が遅れたならば、消費者の利益が損なわれてしまう0   

損害保険は、11社が生命保険に参入することになった0 特に上  

位会社は、企業発展の為には、新たなビジネスに取り組まなくては  

いけないと思っている。相互参入で、セールス合戦が起き、業界が  

活性化することは、国民のためにプラスになる0 ただ、選択の幅が  

広がるのだから、消費者もしっかり判断する必要が出てくる0   

保険料率の自由化について、激変緩和措置が取られることは、や  

むを得ないが、行政だけでなく、業界も一緒になって見直しをどん  

どん進めることが大切だ。   

金融期間のオーバーキャパシティ（数が多すぎるということ）と  

いうのは、世界共通の問題である。金融資産の伸びは、名目成長率  

が一つの目安になるが、バブル崩壊後は、2～3％に留まっている  

のだ。全国銀行の貸出においても、95年度には、約5兆円もの減  

少になっている。   

このような伸びの低下は、金融面から見た場合、保険も例外では   

ない。   

保険会社が、この状況をブレークスルーにする為には、生損保相  

互乗り入れの他、将来としては、証券などを含め、カルチュアの多  

様化を進めることも必要となるようだ0 この点で、今回政府が規制  

緩和の主要点としている金融持株会社制度を、どの様に活用するか  

各社が戟略の選択の幅を広げる為にも、この制度の早期導入が望ま   

れる。   

取り敢えずほ、子会社による参入ということで数は、増えるが、  
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金融持株会社制度の活用などにより、いずれ数は少なくなる方向に  

進むだろう。   

なお、保険業法改正で意図された規制緩和などについて、大蔵省  

の現場での対応が必ずしもうまく いっていないという声もあるが、  

これについては、官庁側の反省と共に業界も従来型の思考を改め、  

自主規制をしないで率直に行政に言うことが大切だと思う。   

また、ディ スクロジャーについても、金融期間の内容を判断する  

のに最も重要な不良債権のディチクロジャーは、保険会社の健全性  

確保に寄与するものであり、積極的に進めていく ことが妥当である  

と思う。  
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